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題
の
解
決
、
魅
力
向
上
を

実
現
し
、
地
方
活
性
化
を

加
速
さ
せ
よ
う
と
す
る

も
の
で
す
。

　

地
域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ

に
選
定
さ
れ
た
皆
様
に

お
か
れ
ま
し
て
は
、
皆
様

の
知
恵
と
勇
気
で
地
域

の
課
題
解
決
に
取
り
組

ま
れ
、「
デ
ジ
タ
ル
田
園

都
市
国
家
構
想
」
を
牽
引

す
る
存
在
に
な
っ
て
い

た
だ
く
こ
と
を
、
心
よ
り

期
待
し
て
い
る
と
こ
ろ

用
し
て
効
率
的
か
つ
効

果
的
に
地
域
課
題
の
解

決
を
図
る
自
治
体
を
支

援
す
る
「
地
方
版
Ｉ
ｏ
Ｔ

推
進
ラ
ボ
」
を
制
度
化

し
、こ
れ
ま
で
に
１
０
６

地
域
の
取
組
を
選
定
、
支

援
し
て
参
り
ま
し
た
。

　

現
在
、
政
府
で
は
、
新

し
い
資
本
主
義
の
実
現

に
向
け
た
成
長
戦
略
の

重
要
な
柱
と
し
て
「
デ
ジ

タ
ル
田
園
都
市
国
家
構

想
」
を
掲
げ
て
お
り
ま

す
。

　

こ
の
構
想
の
基
本
方

針
に
お
い
て
、
地
方
版
Ｉ

ｏ
Ｔ
推
進
ラ
ボ
の
実
績

を
踏
ま
え
、
地
域
社
会
全

体
で
の
Ｄ
Ｘ
へ
の
取
組

を
さ
ら
に
加
速
し
、
地
域

の
経
済
発
展
と
ウ
ェ
ル

ビ
ー
イ
ン
グ
の
向
上
を

実
現
す
る
た
め
、
新
た
に

「
地
域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ
」

と
い
う
枠
組
み
を
立
ち

上
げ
る
こ
と
と
し
て
お

り
ま
す
。

　

令
和
４
年　

月　

日

１１

３０

か
ら
公
募
を
開
始
し
ま

し
て
、
本
日
、
そ
の
第
１

弾
と
し
て　

地
域
の
推

３１

進
ラ
ボ
の
皆
様
を
選
定

さ
せ
て
頂
い
た
次
第
で

す
。

　

こ
の
取
組
は
、
デ
ジ
タ

ル
技
術
の
活
用
に
よ
り
、

地
域
の
個
性
を
活
か
し

な
が
ら
、
地
方
の
社
会
課

め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

２
�
地
域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ

に
対
す
る
期
待

　

経
済
産
業
省
で
は
、
独

立
行
政
法
人
情
報
処
理

振
興
機
構
と
と
も
に
、
平

成　

年
６
月
に
、
Ｉ
ｏ

２８
Ｔ
・
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
・
Ａ

Ｉ
等
の
先
進
技
術
を
活

１
�
は
じ
め
に

　

第
１
弾
地
域
Ｄ
Ｘ
推

進
ラ
ボ
選
定
証
授
与
式

開
催
に
あ
た
り
、
経
済
産

業
省
を
代
表
し
て
、
ご
挨

拶
申
し
上
げ
ま
す
。

　

ま
ず
は
、
こ
の
度
、
地

域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ
第
１

弾
に
選
定
さ
れ
ま
し
た

関
係
者
の
皆
様
、
大
変
お

「
地
域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ
」選
定
授
与
式

「
地
域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ
」選
定
授
与
式

経
済
産
業
省

　

＊
当
時 
大
臣
官
房
審
議
官

　
　
　
　
（
I
T
戦
略
担
当
）

 
藤
田　

清
太
郎
氏

　

経
済
産
業
省
は
６
月　

日
、
東
京
ビ
ッ
グ
サ
イ
ト
に
て
、
地

２８

域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ
第
１
弾
選
定
証
授
与
式
を
開
催
し
た
。
経
済

産
業
省
を
代
表
し
て
、
当
時
の
大
臣
官
房
審
議
官
（
I
T
戦
略

担
当
）
の
藤
田
清
太
郎
氏
が
挨
拶
し
た
。

で
す
。

３
�
Ｄ
Ｘ
推
進
の
支
援
策

に
つ
い
て

　

経
済
産
業
省
の
関
連

す
る
最
近
の
Ｄ
Ｘ
推
進

施
策
を
少
し
紹
介
さ
せ

て
頂
き
ま
す
が
、
３
月

に
、
Ｄ
Ｘ
に
取
り
組
む
地

域
の
中
堅
・
中
小
企
業
等

を
後
押
し
す
る
た
め
、

「
Ｄ
Ｘ
セ
レ
ク
シ
ョ
ン

２
０
２
３
」
を
開
催
し
、

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
、地
方
の
社
会
課
題
解
決
、

魅
力
向
上
を
実
現
、
地
方
活
性
化
を
加
速
さ
せ
る

　

第
一
弾
と
し
て　

地
域
を「
地
域
Ｄ
Ｘ
推
進
ラ
ボ
」に
選
定

３１

「
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
」
を
牽
引
す
る
存
在
に

「地域ＤＸ推進ラボ」第 1弾選定 31地域
岡山県津山市、北海道札幌市、北海道釧路市、
福岡県北九州市、秋田県仙北市、埼玉県、
新潟県燕市、佐賀県、北海道北見市、群馬県、
北海道室蘭市、宮城県仙台市、大分県、新潟県柏崎市、
鳥取県、埼玉県入間市、岐阜県、東京都大田区、
石川県加賀市、宮崎県延岡市、愛知県幸田町、茨城県、新潟県
長岡市、静岡県、三重県、山形県、石川県白山市、長野県、
北海道函館市、大阪府大阪市、愛媛県

（申込順）
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　「地域ＤＸ推進ラボ」に選定された取組は、希望に応じ
て以下の支援を受けることができる。
　① 「地域ＤＸ推進ラボ」マークの使用権付与
　② ポータルサイト、ラボイベント等による広報
　③ 地域のプロジェクト・企業等の実現・発展に資するメ
　　ンターの派遣
　④ 他地域との交流機会の創出
　⑤ 中堅・中小企業等のＤＸ優良事例を紹介する　　　　
　　「ＤＸセレクション」への推薦資格付与
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＜ＤＸの定義＞
経済産業省による「デジタルガバナンス・コード 2.0」

　「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、デー

タとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズ

を基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する

とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文

化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」
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地域DXの推進による地域経済の発展とWell-being の向上を目指す地域DXの推進による地域経済の発展とWell-being の向上を目指す

各
地
域
の
推
進
ラ
ボ
か

ら
ご
推
薦
を
い
た
だ
い

た
中
か
ら
、　

社
を
、
日

２０

本
全
国
の
リ
ー
デ
ィ
ン

グ
ケ
ー
ス
と
し
て
、
選

定
・
公
表
さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
し
た
。

　

ま
た
４
月
に
は
、
経
営

者
が
Ｄ
Ｘ
に
よ
る
企
業

価
値
向
上
の
推
進
の
た

め
に
実
践
す
る
こ
と
が

必
要
な
事
項
を
ま
と
め

た
「
デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
ナ
ン

ス
・
コ
ー
ド
２
。
０
」
を

踏
ま
え
、「
中
堅
・
中
小

企
業
等
向
け
『
デ
ジ
タ
ル

ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
』

実
践
の
手
引
き
の
２
。

０
」
と
し
て
改
訂
い
た
し

ま
し
た
。

　

Ｄ
Ｘ
に
ど
う
取
り
組

め
ば
良
い
か
、
と
い
う
お

悩
み
に
対
し
て
、
全
国
の

Ｄ
Ｘ
実
践
企
業
や
伴
走

支
援
の　

の
事
例
を
盛

１１

り
込
み
、
わ
か
り
や
す
く

解
説
す
る
内
容
に
な
っ

て
お
り
ま
す
。

　

今
後
、
地
域
説
明
会
も

開
催
し
て
参
り
ま
す
が
、

ネ
ッ
ト
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
も
で
き
ま
す
の

で
、
お
近
く
の
、
又
は
お

知
り
合
い
の
ご
関
心
を

も
っ
て
い
だ
け
そ
う
な

中
小
企
業
の
皆
様
に
御

案
内
い
た
だ
き
、
是
非
一

度
、
御
覧
に
な
っ
て
い
た

だ
け
れ
ば
と
存
じ
ま
す
。

４
�
お
わ
り
に

　

経
済
産
業
省
と
し
て

は
、今
後
も
、地
域
の
皆
様

の
声
を
聴
き
な
が
ら
効
果

的
な
支
援
策
を
通
じ
て
、

地
域
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル

化
・
Ｄ
Ｘ
促
進
を
精
一
杯

サ
ポ
ー
ト
し
て
ま
い
り
た
い

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

是
非
、
お
気
づ
き
の
点

等
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
遠

慮
無
く
、
御
意
見
を
頂
け

ま
す
と
幸
い
で
す
。

　

最
後
と
な
り
ま
す
が
、

皆
様
の
更
な
る
御
活
躍
を

祈
念
い
た
し
ま
し
て
、
私
か

ら
の
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。

選定授与式　集合写真　　於　東京ビッグサイト　2023 年（令和 5年）6月 28日



 ２０２３年（令和５年）７月１０日　　　　　　（2）

●
現
地
に
お
い
て
は
２４

時
間
対
応
可
能
な
人
員

を
配
置
し
て
お
り
、
当
該

資
料
を
確
認
の
う
え
対

応
を
行
う
体
制
を
整
備
。

●
区
立
中
学
校
へ
の
給

電
に
関
し
て
は
、
イ
ン

タ
ー
ロ
ッ
ク
等
の
電
気

的
な
対
策
を
実
装
す
る

と
と
も
に
、
練
馬
病
院
－

区
立
中
学
校
の
管
理
者

向
上
。
冷
房
熱
源
更
新
時

に
ジ
ェ
ネ
リ
ン
ク
等
を

導
入
す
る
事
で
、
将
来
的

に
は
排
熱
の
冷
房
利
用

に
よ
る
更
な
る
シ
ス
テ

ム
効
率
の
向
上
見
込
み
。

●
更
新
前
と
比
較
し
、
発

電
効
率
も
排
熱
利
用
効

率
も
向
上
さ
せ
る
こ
と

で
、
総
合
効
率
は
約

％
３０

向
上
し
て
い
る
。
加
え

て
、
空
調
（
暖
房
）
設
備

の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
し

て
、
シ
ス
テ
ム
の
信
頼
性

向
上
に
も
貢
献
。

災
害
拠
点
病
院

と
し
て
の
役
割
向
上

●
非
常
時
に
練
馬
病
院

１
号
館
の
空
調
設
備
（
一

部
、
コ
ン
セ
ン
ト
等
含

む
）
へ
給
電
し
、
院
内
の

環
境
を
保
全
し
安
定
し

た
医
療
の
継
続
提
供
に

貢
献
。

●
発
電
容
量
の
増
強
に

よ
る
余
力
を
活
用
し
、
非

常
時
に
練
馬
区
の
医
療

救
護
所
で
あ
る
区
立
中

学
校
の
体
育
館
の
コ
ン

セ
ン
ト
等
へ
給
電
を
行

い
、
医
療
品
冷
蔵
庫
用
の

電
源
や
ト
リ
ア
ー
ジ
用

の
照
明
等
へ
利
用
す
る

こ
と
で
、
地
域
の
防
災
性

向
上
も
実
現
。

●
非
常
時
は
病
院
機
能

維
持
の
た
め
、
保
安
電

灯
・
動
力
負
荷
は
、
非
常

用
発
電
機
よ
り
約
３
日

間
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
行

っ
て
お
り
、
３
日
経
過
後

も
、
優
先
的
に
燃
料
を
供

給
し
て
受
け
れ
る
体
制

を
構
築
。

に
お
け
る
省
エ
ネ
性
の

向
上
を
実
現
す
る
と
と

も
に
、
非
常
時
は
練
馬
区

の
区
立
中
学
校
の
医
療

救
護
所
に
発
電
電
力
の

一
部
を
供
給
し
、
地
域
の

防
災
性
向
上
に
も
貢
献

す
る
「
地
域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
」
と

し
て
導
入
さ
れ
た
都
内

自
治
体
初
の
取
り
組
み
。

●
練
馬
病
院
と
し
て
は

コ
ー
ジ
ェ
ネ
設
備
の
設

置
費
用
の
一
部
を
練
馬

区
よ
り
助
成
を
受
け
る

事
に
よ
り
更
新
費
用
の

低
減
で
き
、
練
馬
区
と
し

て
は
医
療
救
護
所
で
あ

る
区
立
中
学
校
に
て
、
供

給
信
頼
性
・
供
給
継
続
性

に
優
れ
た
中
圧
ガ
ス
仕

様
の
コ
ー
ジ
ェ
ネ
か
ら
、

非
常
時
給
電
を
受
け
ら

れ
る
よ
う
整
備
し
た
、
Ｂ

Ｃ
Ｐ
性
能
の
大
幅
な
強

化
を
実
現
で
き
るw

in-w
i

n

の
取
り
組
み
。

●
練
馬
病
院
と
練
馬
区

に
て
「
地
域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
整
備

に
関
す
る
協
定
」
及
び

「
同
協
定
細
目
」
を
締
結

し
、
お
互
い
の
実
施
事

項
、
費
用
負
担
、
ま
た
運

用
に
係
る
細
目
に
至
る

ま
で
内
容
を
定
め
、
事
業

体
制
を
明
確
化
し
た
う

え
で
事
業
を
推
進
。

●
練
馬
病
院
と
区
立
中

学
校
は
別
受
電
の
建
物

で
あ
り
、
東
京
電
力
パ

ワ
ー
グ
リ
ッ
ド
と
複
数

回
に
渡
る
協
議
を
重
ね

敷
地
境
界
を
超
え
た
安

全
性
を
担
保
す
る
電
力

シ
ス
テ
ム
を
構
築
。

●
環
境
省
補
助
金
に
申

請
・
採
択
。

更
新
に
よ
る
効
率
Ｕ
Ｐ

●
空
調
熱
源
機
械
室
へ

排
熱
利
用
配
管
を
延
伸

し
、
空
調
（
暖
房
）
に
も

排
熱
利
用
す
る
こ
と
で
、

排
熱
利
用
率
の
更
な
る

複
数
回
に
わ
た
る
協
議
、

②
非
常
時
の
み
給
電
可

能
と
な
る
各
種
シ
ー
ケ

ン
ス
の
構
築
や
復
電
時

の
自
動
切
換
え
、
③
停
電

時
の
運
用
マ
ニ
ュ
ア
ル

の
作
成
や
両
者
で
の
防

災
訓
練
に
よ
る
確
認
、
と

い
っ
た
対
策
を
実
施
し

た
。な

お
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の

更
新
に
お
い
て
、
環
境
省

の
補
助
金
を
活
用
し
、
導

入
費
用
を
圧
縮
し
た
。
ま

た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ

ス
方
式
を
採
用
す
る
こ

と
で
、
初
期
費
用
や
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
費
用
の
平
準

化
、
遠
隔
自
動
制
御
に
よ

る
最
適
運
転
に
よ
る
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
Ｃ
Ｏ

２
削
減
を
実
現
し
て
い

る
。特

長

「
地
域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
」
の
導
入

●
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
更
新

に
あ
た
り
、
発
電
容
量
を

増
強
す
る
と
共
に
、
排
熱

利
用
先
を
増
や
し
た
こ

と
で
、
平
時
の
病
院
運
営

創
設
す
る
こ
と
と
し
た
。

そ
し
て
、
区
内
の
災
害

拠
点
病
院
で
あ
る
練
馬

病
院
に
対
し
て
、
病
院
の

コ
ー
ジ
ェ
ネ
更
新
に
合

わ
せ
て
、
地
域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
の

構
築
を
計
画
・
打
診
し
、

度
重
な
る
協
議
の
上
、

「
地
域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
整
備
に

関
す
る
協
定
」
を
締
結
し

た
。
本
事
例
は
都
内
自
治

体
で
初
の
取
組
み
と
な

る
。更

新
後
の
設
備
に
お

い
て
は
、３
７
０
�
へ
容

量
増
強
を
行
っ
た
が
、
電

熱
比
の
高
い
最
新
機
種

を
選
定
し
、
排
熱
利
用
を

給
湯
に
加
え
て
、
暖
房
も

追
加
す
る
こ
と
で
、
給
電

容
量
及
び
省
エ
ネ
性
の

向
上
を
図
っ
た
。

ま
た
、
医
療
救
護
所
で

あ
る
区
立
中
学
校
へ
、
災

害
拠
点
病
院
で
あ
る
練

馬
病
院
の
コ
ー
ジ
ェ
ネ

か
ら
、
公
道
を
跨
ぐ
自
営

送
電
線
を
敷
設
し
、
非
常

時
に
給
電
す
る
運
用
と

し
て
い
る
が
、
新
た
な
取

組
み
に
対
す
る
大
き
く

３
つ
の
課
題
、

①
法
制
度
や
電
力
会
社

の
規
定
等
の
遵
守
、

②
病
院
側
で
停
電
が
発

生
し
て
い
な
い
時
に
、
誤

っ
て
中
学
校
へ
給
電
し

な
い
技
術
的
な
対
策
、

③
停
電
時
に
練
馬
病
院

か
ら
区
立
中
学
校
へ
給

電
す
る
際
の
指
示
系
統
、

に
対
し
て
、
①
関
東
経
済

産
業
局
へ
の
法
規
制
上

の
確
認
、
及
び
、
東
京
電

力
パ
ワ
ー
グ
リ
ッ
ド
と

続
計
画
（
以
下
、
Ｂ
Ｃ

Ｐ
）・
省
エ
ネ
性
の
向
上

の
た
め
、２
０
０
５
年
の

開
院
時
よ
り
信
頼
性
の

高
い
中
圧
ガ
ス
導
管
か

ら
の
都
市
ガ
ス
供
給
に

よ
る
停
電
対
応
型
の

コ
ー
ジ
ェ
ネ
３
０
０
�

を
設
置
し
て
お
り
、
更
新

時
期
を
迎
え
て
い
た
。

練
馬
区
に
お
い
て
は
、

首
都
直
下
地
震
等
へ
の

備
え
を
強
化
す
る
た
め
、

分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

普
及
拡
大
・
緊
急
電
源
確

保
に
向
け
て
、
全
国
を
先

導
す
る
地
域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
を

か
ら
の
都
市
ガ
ス
供
給

に
よ
る
停
電
対
応
型
の

コ
ー
ジ
ェ
ネ
を
設
置
し

て
い
る
。
非
常
時
に
は
、

災
害
拠
点
病
院
で
あ
る

練
馬
病
院
の
１
号
館
の

空
調
等
の
電
源
を
賄
い
、

病
院
の
機
能
維
持
に
貢

献
、
練
馬
区
と
も
連
携

し
、
隣
接
の
練
馬
区
立
石

神
井
東
中
学
校
（
以
下
区

立
中
学
校
）
の
体
育
館
の

照
明
お
よ
び
コ
ン
セ
ン

ト
へ
給
電
。
医
療
救
護
活

動
や
避
難
所
運
営
で
使

用
し
、
練
馬
区
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の

確
保
に
貢
献
す
る
。

ま
た
平
時
は
、
病
院
に

お
け
る
電
力
負
荷
及
び

熱
負
荷（
暖
房
・
給
湯
）に

合
わ
せ
て
、
遠
隔
自
動
制

御
に
よ
る
最
適
運
転
を

実
施
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
及

び
Ｃ
Ｏ
２
削
減
に
貢
献

し
て
い
る
。

導
入
経
緯

練
馬
病
院
は
事
業
継

概

要

本
事
例
は
、
災
害
等
に

よ
る
停
電
発
生
時
に
、
病

院
に
設
置
し
た
コ
ー
ジ

ェ
ネ
か
ら
隣
接
す
る
区

立
中
学
校
へ
電
力
を
融

通
し
、
災
害
時
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の

確
保
を
推
進
す
る
事
業

で
あ
る
。２
０
１
６
年
に

策
定
さ
れ
た
「
練
馬
区
エ

ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
」
に

て
位
置
付
け
ら
れ
た
地

域
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ

ョ
ン
シ
ス
テ
ム
（
以
下
地

域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
）
の
整
備
に
向

け
て
、
順
天
堂
大
学
医
学

部
附
属
練
馬
病
院
（
以
下

練
馬
病
院
）
と
練
馬
区
で

協
定
を
締
結
。
全
国
を
先

導
す
る
取
組
み
の
た
め
、

施
工
面
、
運
用
面
、
法
整

備
等
で
様
々
な
課
題
が

あ
っ
た
が
、
そ
れ
ら
を
着

実
に
解
決
し
、
こ
の
度
導

入
を
実
現
し
た
。

練
馬
病
院
に
、
信
頼
性

の
高
い
中
圧
ガ
ス
導
管

経　産　新　報［病院とコ－ジェネレーション］

間
で
連
絡
を
取
り
合
い

安
全
を
確
認
し
た
の
ち

給
電
を
行
う
体
制
を
整

備
し
、
非
常
時
の
二
次
災

害
の
発
生
を
防
止
。

●
コ
ー
ジ
ェ
ネ
、
ま
た
非

常
時
に
給
電
を
行
う
空

調
熱
源
設
備
は
水
害
等

の
恐
れ
の
な
い
建
物
屋

上
設
置
。

順
天
堂
大
学
医
学
部
附
属
練
馬
病
院

東
京
ガ
ス
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
株
式
会
社
（
T
G
E
S
）

練
馬
区
役
所

清
水
建
設
株
式
会
社

練
馬
区
と
順
天
堂
練
馬
病
院
で
連
携
し
た
地
域

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
整
備
に
よ
る
非
常
時

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保

〜
順
天
堂
練
馬
病
院
で
の
改
善
事
例
〜

災害等による停電発生時に、病院に設置したコージェネから隣接する区立中学
校へ電力を融通し、災害時のエネルギーセキュリティの確保を推進する事業

病院と病院と
コ－ジェネシステムコ－ジェネシステム

ポイント
　練馬病院には、信頼性の高い中圧ガス導管からの都
市ガス供給による停電対応型のコージェネを設置。
　災害時には、災害拠点病院である練馬病院の１号館
の空調等の電源を賄い、病院の機能維持に貢献。
　練馬区とも連携し、隣接の石神井東中学校の体育館
の照明およびコンセントへ給電。
　医療救護活動や避難所運営で使用し、練馬区のエネ
ルギーセキュリティの確保に貢献。
　平常時は、練馬病院における電力負荷及び熱負荷
（暖房・給湯）に合わせて、遠隔自動制御による最適
運転を実施、省エネルギー及びＣＯ２削減に貢献。
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順天堂大学医学部附属練馬病院　建物外観

システム概要
原動機の種類　前　ガスエンジン 300kW
定格発電出力　後　ガスエンジン 370kW
排熱利用用途　　　給湯及び空調 (冬季の暖房 )
燃料　　　　　　　都市ガス
逆潮流の有無　　　無し
運用開始 　　　　  2021 年 2 月
一次エネルギー削減率※ 13.2%
※コージェネが供給できる電力・熱を商用系統から給電・熱
源機から熱供給した場合と比較した時のエネルギー削減率
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システムフロー図

電気系統図

全
国
を
先
導
す
る
「
地
域
Ｃ
Ｇ
Ｓ
」
事
業

停
電
対
応
型
の
コ
ー
ジ
ェ
ネ
、３
７
０
�
へ
更
新

排
熱
利
用
向
上
、総
合
効
率
約

％
ア
ッ
プ

３０

災
害
拠
点
病
院
と
し
て
Ｂ
Ｃ
Ｐ
を
大
幅
に
強
化

遠
隔
自
動
制
御
で
最
適
運
転
、省
エ
ネ
・
省
Ｃ
Ｏ
２
実
現

コ
ー
ジ
ェ
ネ
大
賞
２
０
2
2

民
生
用
部
門

優
秀
賞

コージェネ大賞 2022 民生用部門優秀賞
受賞案件　練馬区と順天堂練馬病院で連携した地域コージェネレーションシステム整備による非常時のエ
ネルギーセキュリティの確保
～順天堂練馬病院での改善事例～（東京都練馬区）
申請者　順天堂大学医学部附属練馬病院　東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社　　　　
　　　　練馬区役所　清水建設株式会社

コージェネ大賞 2019 民生用部門優秀賞
受賞案件　大阪国際がんセンターのＰＦＩ事業におけるＢＣＰ・省エネ性能向上の実現（大阪府大阪市）
申請者　地方独立行政法人大阪府立病院機構　大阪国際がんセンター　株式会社日本設計　　　　　　　
　　　　株式会社竹中工務店　三菱電機ビルテクノサービス株式会社

コージェネ大賞 2018 民生用部門特別賞
受賞案件　北海道大野記念病院（新築）におけるコージェネ導入（北海道札幌市）
申請者　社会医療法人孝仁会 北海道大野記念病院（当時、現・社会医療法人孝仁会 札幌孝仁会記念病院）
　　　　株式会社アサヒファシリティズ　株式会社竹中工務店　株式会社エナジーソリューション　　　
　　　　北海道ガス株式会社

コージェネ大賞 2018 民生用部門特別賞
受賞案件　コージェネレーションと保安用発電機を統合した病院ＢＣＰ強化システムの構築
～慶應義塾大学病院への導入事例～（東京都新宿区）
申請者　慶應義塾大学病院　株式会社竹中工務店　東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社

コージェネ大賞 2017 民生用部門理事長賞
受賞案件　県立病院における地域冷暖房インフラ活用型省エネ・ＢＣＰシステムの構築
～埼玉県立小児医療センターへの導入事例～（埼玉県さいたま市）
申請者　東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社　埼玉県立小児医療センター
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コージェネ大賞 2017 民生用部門特別賞
受賞案件　基幹災害拠点病院の重要機能を担う環境・ＢＣＰ対応型エネルギーシステムの構築
～熊本赤十字病院の改善事例～（熊本県熊本市）
申請者　熊本赤十字病院　西部ガス株式会社

コージェネ大賞 2016 民生用部門特別賞
受賞案件　コージェネ多重設置による電源セキュリティ確保と高効率運用システムの構築
～原三信病院のコージェネ導入事例～
（福岡県福岡市博多区）
申請者　医療法人　原三信病院　西部ガステクノソリューション株式会社　株式会社竹中工務店

コージェネ大賞 2014 民生用部門優秀賞
受賞案件　有事の病院機能維持を目的に既存ガスコージェネレーションの燃料二重化（プロパンエア改造）
によるセキュリティアップ（大阪府大阪狭山市）
申請者　医療法人恒昭会　青葉丘病院

コージェネ大賞 2013 民生用部門優秀賞
受賞案件　札幌医科大学ＥＳＣＯ事業におけるＣＧＳ導入（北海道札幌市）
申請者　ダイダン株式会社　池田煖房工業株式会社　北海道ガス株式会社　　　　　　　　　　　　　　
　　　　株式会社エナジーソリューション

コージェネ大賞 2012 民生用部門優秀賞
受賞案件　東京都立多摩総合医療センター・小児総合医療センター
申請者　多摩医療ＰＦＩ株式会社　株式会社日建設計　清水建設株式会社　　　　　　　　　　　　　　
　　　　株式会社シミズ・ビルライフケア
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コージェネ大賞 第 1 回（2012 年度）～第 11 回（2022 年度）で病院にコ－ジェネレーションを設置して受賞した案件コージェネ大賞　第 1 回（2012 年度）～第 11 回（2022 年度）で病院にコ－ジェネレーションを設置して受賞した案件



２０２３年（令和５年）７月１０日　　　　　（4）経　産　新　報国際モダンホスピタルショウ 2023 開催

前回（2022 年）の会場の様子
前回（2022 年）の会場の様子

国際モダンホスピタルショウ 2023 開催国際モダンホスピタルショウ 2023 開催　INTERNATIONAL MODERN HOSPITAL SHOW 2INTERNATIONAL MODERN HOSPITAL SHOW 2023023

テーマ：健康・医療・福祉の新たなステージ～半世紀の歩みを、確かな進化へ～テーマ：健康・医療・福祉の新たなステージ～半世紀の歩みを、確かな進化へ～



（5）　　　　　　   ２０２３年（令和５年）７月１０日 経　産　新　報
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ニュースフラッシュ
7月7日　「J-Startup Impact」の募集を開始
～社会課題解決や新たなビジョン実現と、持続的な経済成長の両立を目指す、インパクトスタートアップを選定～
　経済産業省は 7月 7日、インパクトスタートアップの認知向上と気運醸成を目指すとともに、官民連携での集中支援を行い、インパクトス
タートアップの事業成長および社会的インパクト向上を促進するため、スタートアップ育成支援プログラム「J-Startup」においてインパクトス
タートアップを選定する「J-Startup Impact」を新設すると発表した。
7 月 4日　「アートと経済社会について考える研究会報告書」を公表
　経済産業省として初めてアート産業の振興について検討を行った。7月 4日、その課題や対応の方向性を取りまとめた「アートと経済社
会について考える研究会」の報告書を公表した。文化芸術は経済社会を支える主要なエンジンであるとの認識が世界的に共有されてい
るが、日本におけるアート市場規模はまだまだ小さいなど、文化芸術と実経済社会との間には隔たりがあると考えられる。経済産業省では、
アートの持つ経済産業的意義を確認しつつ、需要を拡大し、アートと経済社会が互いに支え合い発展していくようなエコシステムの構築に
向けて「アートと経済社会について考える研究会」を設置し、議論を積み重ねてきた。この度、議論の内容及び今後のアート産業の振興に
向けた課題や対応策等を取りまとめた報告書を公表した。
7 月 4日　令和 5年安全功労者内閣総理大臣表彰
　7月3日、総理大臣官邸で「令和5年安全功労者内閣総理大臣表彰」の表彰式が行われた。経済産業省関係からは、産業安全の確保
に顕著な功績をあげたとして、新井充氏（東京大学名誉教授）が表彰された。　安全功労者内閣総理大臣表彰は、「国民安全の日」の創
設について（昭和 35 年 5月 6日閣議了解）の趣旨を踏まえ、産業安全、交通安全、火災予防など、国民の安全確保について顕著な功績
をあげた個人や団体を表彰するもの。
6 月 30日　バスやトラック、タクシーなど運輸部門のカーボンニュートラル実現に向け、商用電動車両を用いた実証を開始
　経済産業省が、NEDOに立ち上げたグリーンイノベーション基金の一環で実施する「スマートモビリティ社会の構築」プロジェクトにおい
て、商用電動車の導入と、実証を開始した。エネルギーを合理的に利用するため、今後各事業者が導入した商用電動車の車両の走行
データなどを「見える化」し、運行管理と一体的なエネルギーマネジメントシステムを検討するとともに、それを支えるシミュレーション技術の
研究開発・実証を行う。
6 月 28日　海外現地法人四半期調査（2023 年 1月から3月期）の結果を取りまとめ
　現地法人売上高 1.3％減 2 期連続のマイナス 中国の輸送機械で 28.5％減
　経済産業省では、日本企業の国際展開や、海外での業況を把握することを目的に、日本企業の製造業海外現地法人の海外事業活
動に関する調査を実施し、四半期毎に公表していが、この度、2023年1月から3月期の調査結果を取りまとめた。日本企業の海外現地法
人における売上高（2023年 1月から3月期、ドルベース）は、前年同期比-1.3％と2期連続の減少となった。北米は増加したものの、アジア
が減少し、特に中国は輸送機械で 28.5％減となるなど、同-24.0％と2期連続の減少となった。
6 月 27日　組織令や関連規定を改正し、資源エネルギー庁の組織を見直し
　経済産業省は、経済産業省組織令の一部を改正する政令や関連規定を7月 4日（火曜日）付で改正及び施行する。その中で、エネル
ギーの安定供給とカーボンニュートラル実現の両立に向けて、資源エネルギー庁の課室体制を見直すとしている。
資源エネルギー庁の組織見直し
①水素及びアンモニア政策の一体的な推進に向けた体制を整備
　省エネルギー・新エネルギー部に、水素及びアンモニアに特化して需要と供給の両面での政策を担う「水素・アンモニア課」を新設。
②資源・燃料部を、カーボンニュートラル時代を見据えた体制に転換
　政策課に、グリーントランスフォーメーション（GX）を見据えた資源外交戦略を担う「国際資源戦略室」を新設する。
　石油・天然ガス課を「資源開発課」に改称し、非化石燃料を含めた燃料の上流開発を推進する。
　石油精製備蓄課と石油流通課を統合して合成燃料や SAF等のカーボンニュートラル燃料を含む燃料の供給体制を担う「燃料供給基
盤整備課」とするとともに、その下にそれら燃料の流通政策を担う「燃料流通政策室」を新たに設置し、一体となって、燃料の安定供給
を推進する。
　鉱物資源課と石炭課を統合して「鉱物資源課」とするとともに、石炭に関する各種政策を引き続き実施する体制を確保するために「石

炭政策室」を新設する。
　化石燃料の利用に伴い生じる二酸化炭素の貯蔵やカーボンリサイクル等の推進に取り組む「燃料環境適合利用推進課」を新設する。
また、その下に、CCS（二酸化炭素の貯蔵）の事業化や法制化に向けた政策を担う「CCS政策室」を新設する。
6 月 23日　　「浮体式産業戦略検討会」を開催
　経済産業省及び国土交通省は、洋上風力発電の更なる導入を図るため、今後、普及拡大が期待される浮体式洋上風力に係る産業の
在り方等を検討することを目的に、6月23日から、有識者、業界団体、発電事業者、浮体製造事業者等で構成される「浮体式産業戦略検
討会」を開催した。
6 月 16日　「福島芸術文化推進室」を新たに設置
　経済産業省は、6月 15 日に、映像・芸術文化を通じた魅力あるまちづくりに向け、大臣官房福島復興推進グループ内に「福島芸術文
化推進室」を新たに設置した。
6 月 16日　「防衛産業へのスタートアップ活用に向けた合同推進会」を開催
　経済産業省は、防衛省と協力して、国家安全保障戦略及び国家防衛戦略に基づき、民間のイノベーションを推進し、その成果を安全
保障分野において積極的に活用するべく、スタートアップ企業と防衛省・自衛隊のニーズとのマッチングを図る機会を創出するため、「防
衛産業へのスタートアップ活用に向けた合同推進会」を設置し、以下のとおり第 1回合同推進会を開催した。第 2回同推進会以降はス
タートアップ企業の招聘等を通じて、防衛省・自衛隊とのマッチングの機会のため協力する。
6 月 13日　　日本のCCS事業への本格始動～ JOGMECが「先進的CCS事業」を選定～
　6月13日、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）は、2050年カーボンニュートラルの実現に向けたCCS事業の本
格展開のため、2030 年までの事業開始と事業の大規模化・圧倒的なコスト削減を目標とするCCS事業 7案件を、モデル性のある「先進
的CCS 事業」として選定した。これにより、2030 年までにCO2 の年間貯留量約 1,300 万トンの確保を目指す。
※CCS：Carbon dioxide Capture and Storage（二酸化炭素回収・貯留）の略。
6 月 9日　「日本スタートアップ大賞 2023」の表彰式～スマートニュース株式会社が大賞を受賞！～
　6月 9日 、「日本スタートアップ大賞」の表彰式を、総理大臣官邸で行われた。本大賞は、若者などのロールモデルとなるようなインパク
トのある新事業を展開するスタートアップを政府として称えるもの。内閣総理大臣賞として、「世界中の良質な情報を必要な人に送り届け
る」を使命に、グローバルに事業成長を遂げているスマートニュース株式会社が選ばれた。また、経済産業大臣賞では、グローバル賞とし
て、世界中の新興国で低価格かつ高品質な金融サービスを提供する五常・アンド・カンパニー株式会社が、ダイバーシティ賞として、経営
の多様化を重視しつつ、見積もりを自動化するプラットフォームを提供する株式会社ミツモアが選ばれた。
6 月 5日　『新時代のインバウンド拡大アクションプラン』を決定
　観光立国推進閣僚会議（主宰：内閣総理大臣）の第 20 回会合を開催し、「新時代のインバウンド拡大アクションプラン」を決定した。こ
れまでの「外国人観光客を呼び込む」という観点から更に視野を広げて、「インバウンド需要をより大きく効果的に根付かせる」方策を取り
まとめました。経済産業省は、各施策を通じて、新たなビジネス・インバウンド市場の創出等を目指す。
6 月 2日　「令和 4年度ものづくり基盤技術の振興施策」（2023 年版ものづくり白書）を取りまとめ
「令和4年度ものづくり基盤技術の振興施策」（2023年版ものづくり白書）は、ものづくり基盤技術振興基本法（平成11年法律第2号）
第 8条に基づく、政府がものづくり基盤技術の振興に関して講じた施策に関する報告書である。本報告書は、経済産業省、厚生労働省、
文部科学省の3省が共同で作成し、6月 2日に閣議決定された。
6 月 2日　“イノベーション循環”が新たな価値を生み、持続可能な産業を創る研究開発・イノベーション小委員会が提言
　産業構造審議会産業技術環境分科会研究開発・イノベーション小委員会では、日本の課題解決と持続的発展を実現するためには、
新たな価値を生み、次の産業を創る「イノベーション循環」が必要であるとの視点に立って議論を行い、提言として 「イノベーション循環を
推進する政策の方向性」を取りまとめた。提言では、①イノベーションの担い手として「スタートアップ・ファースト！」や「人材の多様性を高め
る」こと、②イノベーションのプロセスとして「挑戦と失敗を増やす」ことや「市場の創造を集中支援」すること、さらには③社会課題を解決
する「ミッション志向型への政策転換」やデジタルイノベーションを支える「計算基盤・汎用技術の強化」を今後の政策の重点と位置付け
た。
6 月 2日　「物流の2024 年問題」への対応を加速することを目的として、経済産業省、農林水産省、国土交通省の連名で、発荷主事
業者・着荷主事業者・物流事業者が早急に取り組むべき事項をまとめた「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者
の取組に関するガイドライン」を策定した。
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社
の
取
組
や
、「
Ｄ
Ｘ
調

査
２
０
２
３
」回
答
結
果

の
分
析
を
と
り
ま
と
め

た
レ
ポ
ー
ト
を
公
表
し

た
。
経
済
産
業
省
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
て
公
表
し

て
い
る
。

「
Ｄ
Ｘ
銘
柄
２
０
２
３
」「
Ｄ
Ｘ
注
目

企
業
２
０
２
３
」「
Ｄ
Ｘ
プ
ラ
チ
ナ
企

業
２
０
２
３
�
２
０
２
５
」
を
選
定

経
済
産
業
省
は
、
東
京
証
券
取
引
所
及
び
独
立
行
政
法
人
情

報
処
理
推
進
機
構
と
共
同
で
「
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー

メ
ー
シ
ョ
ン
銘
柄
（
Ｄ
Ｘ
銘
柄
）」
を
選
定
し
、
こ
の
ほ
ど
、「
Ｄ

Ｘ
銘
柄
２
０
２
３
」
選
定
企
業

社
（
う
ち
、
Ｄ
Ｘ
グ
ラ
ン
プ

３２

リ
企
業
２
社
）、「
Ｄ
Ｘ
注
目
企
業
」

社
、
さ
ら
に
、「
Ｄ
Ｘ
プ

１９

ラ
チ
ナ
企
業
２
０
２
３
－
２
０
２
５
」
３
社
を
発
表
し
た
。

ＤＸグランプリ企業 2023（業種順）

ＤＸ銘柄 2023（業種順　証券コード順）

ＤＸ注目企業 2023（業種順　証券コード順）

ＤＸプラチナ企業 2023-2025（業種順）

2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
達
成

に
必
要
な
ネ
ガ
テ
ィ
ブ

エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術
（
N

E
T
s
）
の
社
会
実
装
・

産
業
化
に
向
け
た
方
向

性
を
と
り
ま
と
め

2
0
5
0
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
（
C

N
）
の
達
成
に
は
、
大
気

中
の
C
O
2
除
去
（C

D
R

,C
arbon

D
ioxide

Rem
oval

）
が
必
須
で
あ
り
、

こ
れ
を
実
現
す
る
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン

技
術
（
N
E
T
s
）
の
早

期
の
社
会
実
装
・
産
業
化

が
必
要
で
あ
る
。

経
済
産
業
省
は
、
2
0

2
3
年
3
月
よ
り
「
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン

市
場
創
出
に
向
け
た
検

討
会
」
を
開
催
し
、
6
月

2
8
日
、
そ
の
議
論
内
容

に
つ
い
て
と
り
ま
と
め

を
行
っ
た
。

と
り
ま
と
め
で
は
、
国

内
外
に
お
け
る
N
E
T

s
の
技
術
開
発
動
向
及

び
ビ
ジ
ネ
ス
動
向
や
、
削

減
よ
り
も
コ
ス
ト
が
高

い
N
E
T
s
の
産
業
化

に
当
た
っ
て
重
視
す
べ

き
要
素
等
を
整
理
し
、
各

技
術
の
今
後
の
方
向
性

や
ル
ー
ル
形
成
等
、
市
場

創
出
に
向
け
た
方
針
に

つ
い
て
整
理
を
行
っ
た
。

第
二
期
ス
ポ
ー
ツ

未
来
開
拓
会
議

中
間
報
告
を
公
表

経
済
産
業
省
で
は
、
令

和
５
年
２
月
に
ス
ポ
ー
ツ

庁
と
共
同
で
開
催
し
た
第

二
期
ス
ポ
ー
ツ
未
来
開
拓

会
議
に
お
い
て
、
２
０
３

０
年
以
降
も
見
据
え
た

ス
ポ
ー
ツ
の
更
な
る
成
長

産
業
化
に
向
け
た
具
体

的
な
方
策
に
つ
い
て
有
識

者
を
交
え
て
議
論
を
行
っ

て
き
た
が
、こ
の
ほ
ど
、
そ

の
経
過
を
中
間
報
告
と
し

て
と
り
ま
と
め
た
。
今
後

も
議
論
の
深
化
を
図
り
、

今
年
度
中
を
目
処
に
、
こ

れ
か
ら
の
ス
ポ
ー
ツ
産
業

の
在
り
方
を
最
終
報
告

と
し
て
取
り
ま
と
め
る
予

定
だ
。



２０２３年（令和５年）７月１０日　　　　   （6）

へ
の
使
用
時
の
Ｃ
Ｏ
２

削
減
効
果
（
参
考
値
）
が

併
せ
て
確
認
で
き
る
よ

う
に
し
ま
す
。

板
ガ
ラ
ス
リ
サ
イ

ク
ル
・
再
資
源
化

板
ガ
ラ
ス
リ
サ
イ
ク

ル
・
再
資
源
化
に
も
取
り

組
ん
で
い
き
ま
す
。

背
景
に
は
、
第
一
に
、

Ｃ
Ｎ
の
達
成
施
策
と
し

て
、
カ
レ
ッ
ト
（
ガ
ラ
ス

製
品
（
ソ
ー
ダ
石
灰
ガ
ラ

ス
）
を
リ
サ
イ
ク
ル
す
る

際
に
、
い
っ
た
ん
破
砕
し

た
状
態
の
「
ガ
ラ
ス
屑
」

の
こ
と
）
使
用
率
の
向
上

が
有
効
で
あ
る
こ
と
。

第
二
に
、
ガ
ラ
ス
原
料

で
あ
る
珪
素
が
環
境
保

護
や
経
済
的
安
全
保
障

の
観
点
か
ら
、
産
出
国
で

の
採
掘
制
限
や
輸
出
規

制
が
行
わ
れ
、
入
手
困
難

に
な
る
可
能
性
が
想
定

さ
れ
る
こ
と
。

第
三
に
、
資
源
自
立
経

済
の
確
立
の
必
要
性
が

広
く
認
識
さ
れ
、
省
庁
や

一
部
の
業
界
団
体
で
の

取
り
組
み
が
活
発
化
し

て
い
る
こ
と
、
で
す
。

板
硝
子
協
会
で
は
、
環

境
・
技
術
委
員
会
内
に
Ｗ

Ｇ
を
立
ち
上
げ
て
、
各
種

テ
ー
マ
に
取
組
ん
で
い

き
ま
す
。

家
庭
部
門
に
お
け
る

Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減

最
後
に
、
家
庭
部
門
に

お
け
る
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削

減
へ
の
貢
献
に
つ
い
て

お
話
し
ま
す
。

Ｃ
Ｎ
２
０
５
０
宣
言

後
、
住
宅
・
建
築
物
の
基

準
が
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

ま
ず
、
新
築
住
宅
及
び
建

築
物
の
省
エ
ネ
基
準
が
、

２
０
２
５
年
に
義
務
化
、

２
０
３
０
年
に
は
Ｚ
Ｅ

Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
基
準
へ
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
建
材
ト
ッ
プ
ラ

ン
ナ
ー
基
準
が
変
更
さ

れ
、２
０
２
３
年
度
よ
り

新
た
に
引
き
上
げ
ら
れ

た
目
標
の
達
成
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
目
標
値

は
、
出
荷
さ
れ
る
複
層
ガ

ラ
ス
の
平
均
Ｕ
ｇ
値：

１
・

Ｗ
／
㎡
Ｋ
と
な

６７

り
、
エ
コ
ガ
ラ
ス
で
は
要

件
を
満
た
し
ま
せ
ん
。

経
済
産
業
省
と
環
境

省
の
令
和
４
年
度
補
正

予
算
で
１
千
億
円
の
補

助
金
事
業
「
住
宅
の
断
熱

性
能
向
上
の
た
め
の
先

進
的
設
備
導
入
促
進
事

業
」
や
、
国
土
交
通
省
の

１
５
０
０
億
円
の
補
助

金
事
業
「
こ
ど
も
エ
コ
す

ま
い
支
援
事
業
」
と
い
っ

た
国
の
補
助
金
の
適
用

要
件
も
、
こ
の
引
き
上
げ

ら
れ
た
基
準
に
準
拠
し

た
も
の
に
な
り
ま
し
た
。

Ｕ
ｇ
値：

１
・
５
Ｗ
／
㎡

Ｋ
以
下
の
エ
コ
ガ
ラ
ス

Ｓ
が
必
要
な
の
で
す
。

エ
コ
ガ
ラ
ス
Ｓ
は
エ

コ
ガ
ラ
ス
の
約
１
・
５
倍

の
断
熱
性
能
が
あ
り
ま

す
。窓

の
断
熱
化
を
き
っ

か
け
に
、「
ノ
ン
・
エ
ナ

ジ
ー
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
」

と
言
っ
て
、
省
エ
ネ
だ
け

で
な
い
利
点
が
生
ま
れ

ま
す
。
断
熱
性
の
高
い
住

宅
は
健
康
的
な
暮
ら
し

を
実
現
し
ま
す
。

壁
や
開
口
部
な
ど
の

外
皮
性
能
が
優
れ
て
い

る
と
、
住
ま
い
と
健
康
を

守
る
こ
と
が
国
土
交
通

省
の
検
証
で
も
明
ら
か

に
な
っ
て
い
ま
す
。
冷
暖

房
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
削
減

だ
け
で
な
く
、
結
露
や
カ

ビ
の
発
生
を
抑
制
し
て

建
物
の
耐
久
性
を
保
ち
、

室
内
空
気
を
汚
染
し
ま

せ
ん
。

断
熱
性
の
低
い
住
宅

は
部
屋
間
に
温
度
差
が

生
じ
、
急
速
に
血
圧
が
上

が
る
ヒ
ー
ト
シ
ョ
ッ
ク

起
こ
す
原
因
に
な
る
な

ど
、
身
体
へ
の
負
担
が
大

き
い
の
で
す
。
優
れ
た
外

皮
性
能
は
居
住
者
の
健

康
を
守
る
の
で
す
。

「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
の
た
め
に
も
、
建
物

の
健
康
の
た
め
に
も
、
居

住
者
の
健
康
寿
命
増
進

の
た
め
に
も
、
断
熱
性
能

の
高
い
住
ま
い
で
暮
ら

し
ま
し
ょ
う
」
と
訴
求
し

て
い
き
た
い
と
思
い
ま

す
。エ

コ
ガ
ラ
ス
Ｓ
や
三

層
ガ
ス
入
り
複
層
ガ
ラ

ス
な
ど
の
普
及
を
加
速

し
て
参
り
ま
す
。

（
了
）

経　産　新　報［板ガラス産業とカーボンニュートラルへの取組み］

の
再
検
証
を
し
ま
す
。

エ
コ
ガ
ラ
ス
な
ど
の

製
造
工
程
の
長
い
製
品

は
、
製
造
時
の
Ｃ
Ｏ
２
排

出
量
が
増
え
る
傾
向
に

あ
る
こ
と
か
ら
、
使
用
を

控
え
る
こ
と
に
繋
が
る

こ
と
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

し
か
し
。
エ
コ
ガ
ラ
ス

は
使
用
時
の
Ｃ
Ｏ
２
削

減
効
果
は
高
い
の
で
す
。

Ｃ
Ｏ
２
削
減
効
果
を
再

検
証
す
る
必
要
が
あ
り
、

環
境
・
技
術
委
員
会
、
建

築
委
員
会
、
外
部
の
中
立

委
員
を
招
聘
し
た
新
た

な
組
織
で
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出

量
に
つ
い
て
、
工
程
毎
、

製
品
毎
の
算
定
方
法
を

確
立
し
て
い
き
ま
す
。

今
秋
頃
ま
で
に
、
各
種

ガ
ラ
ス
の
製
造
・
輸
送
時

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
、
及
び
使

用
時
Ｃ
Ｏ
２
削
減
効
果

の
原
単
位
を
算
出
し
ま

す
。
ま
た
、
来
年
度
の
で

き
る
だ
け
早
い
時
期
に

当
協
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
、
カ
ー
ボ
ン
フ
ッ
ト

プ
リ
ン
ト
が
検
索
で
き

る
よ
う
に
し
ま
す
。
検
索

さ
れ
た
ガ
ラ
ス
の
建
物

イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
Ｇ

Ｈ
Ｇ
削
減
も
推
進
し
て

い
き
ま
す
。
国
の
「
脱
炭

素
社
会
に
向
け
た
住
宅
・

建
築
物
に
お
け
る
省
エ

ネ
対
策
等
の
あ
り
方
・
進

め
方
に
関
す
る
ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
」に
示
す
２
０
３

０
年
ま
で
に
新
築
住
宅

に
お
け
る
省
エ
ネ
基
準

適
合
義
務
や
Ｚ
Ｅ
Ｈ
レ

ベ
ル
に
引
き
上
げ
る
方

針
を
踏
ま
え
、「
エ
コ
ガ

ラ
ス
」「
三
層
ガ
ス
入
り

複
層
ガ
ラ
ス
」
な
ど
の
普

及
を
加
速
す
る
と
と
も

に
、
Ｃ
Ｎ
達
成
に
必
要
な

高
性
能
ガ
ラ
ス
の
開
発

を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

製
造
時
に
お
け
る

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
削
減

製
造
時
に
お
け
る
Ｃ

Ｏ
２
排
出
量
削
減
の
取

組
み
に
つ
い
て
は
、「
Ｃ

Ｏ
２
排
出
量
・
削
減
効
果

評
価
再
検
討
特
別
委
員

会
を
設
立
し
ま
し
た
。

カ
ー
ボ
ン
フ
ッ
ト
プ
リ

ン
ト
の
算
定
及
び
建
物

に
使
用
時
の
削
減
効
果

る
こ
と
が
基
本
方
針
で

す
。こ

れ
ま
で
も
板
ガ
ラ

ス
産
業
で
は
低
炭
素
化

に
対
す
る
取
組
を
行
っ

て
来
ま
し
た
が
、２
０
５

０
年
Ｃ
Ｎ
に
向
け
た
取

組
み
と
し
て
は
、
ま
ず
、

板
ガ
ラ
ス
製
品
製
造
由

来
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の

削
減
で
す
。

ガ
ラ
ス
原
料
溶
融
工

程
で
は
、
現
在
全
酸
素
燃

焼
と
い
っ
た
Ｂ
Ａ
Ｔ
（B

estAvailable
Technolo

gy

）
技
術
を
導
入
す
る
こ

と
で
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
へ
の
取
組
を
開

始
し
て
お
り
ま
す
が
、
更

に
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
燃

焼
な
ど
革
新
的
な
技
術

を
開
発
・
導
入
し
展
開
し

て
い
き
ま
す
。
加
工
工
程

で
は
、
再
生
可
能
電
力
等

の
導
入
を
検
討
し
て
い

ま
す
。

ま
た
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
や
Ｃ
Ｃ

Ｕ
の
よ
う
な
Ｃ
Ｏ
２
排

出
量
削
減
が
期
待
で
き

る
方
策
の
導
入
も
検
討

課
題
で
す
。

提
供
す
る
製
品
の
ラ

ュ
ー
ト
ラ
ル
と
い
う
国

家
的
な
課
題
に
業
界
を

挙
げ
て
挑
戦
し
、
提
供
す

る
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ

ク
ル
で
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
（
温
室

効
果
ガ
ス
、G

reenhous
e
G
as

）
削
減
を
推
進
す

Ｃ
Ｎ
（
カ
ー
ボ
ン
ニ

ュ
ー
ト
ラ
ル
）
達
成
に
向

け
た
板
ガ
ラ
ス
産
業
の

基
本
的
な
方
針
は
、２
０

５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ

Ｃ
Ｎ
達
成
に
向
け

た
板
ガ
ラ
ス
産
業

の
基
本
的
な
方
針

板
ガ
ラ
ス
産
業
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

板
ガ
ラ
ス
産
業
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

2
0
5
0
達
成
に
向
け
た
取
組
み

2
0
5
0
達
成
に
向
け
た
取
組
み

一
般
社
団
法
人
板
硝
子
協
会

会
長

島
村

琢
哉
氏

一
般
社
団
法
人
板
硝
子
協
会
は
２
０
２
３
年
６
月
９
日
（
金
）
東
京
・
品

川
プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル
・
ア
ネ
ッ
ク
ス
タ
ワ
ー
に
お
い
て
、
第

回
板
ガ
ラ
ス

２５

フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開
催
し
た
。
経
済
産
業
省
か
ら
は
、
同
省
製
造
産
業
局
素
材

産
業
課
長
の
吉
村
一
元
氏
が「
板
ガ
ラ
ス
産
業
に
期
待
す
る
Ｇ
Ｘ
の
取
組
み
」

の
テ
ー
マ
で
講
演
を
行
っ
た
。
環
境
省
か
ら
は
、
同
省
地
球
環
境
局
地
球
温

暖
化
対
策
室
長
の
松
�
裕
司
氏
が
「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
政

策
動
向
及
び
三
省
連
携
に
よ
る
住
宅
省
エ
ネ
化
支
援
」
の
テ
ー
マ
で
講
演
を

行
っ
た
。
国
土
交
通
省
か
ら
は
同
省
住
宅
局
住
宅
生
産
課
企
画
専
門
官
の
松

本
潤
朗
氏
が
「
住
宅
分
野
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
化
に
向
け
た
取
組
み

に
つ
い
て
」
の
テ
ー
マ
で
講
演
を
行
っ
た
。
学
界
か
ら
は
、
芝
浦
工
業
大
学

建
築
学
部
長
・
教
授
の
秋
元
孝
之
氏
が
「
脱
炭
素
社
会
を
担
う
住
宅
・
建
築

物
の
開
口
部
〜
ガ
ラ
ス
産
業
の
グ
レ
ー
ト
リ
セ
ッ
ト
〜
」
の
テ
ー
マ
で
講
演

を
行
っ
た
。
板
硝
子
協
会
か
ら
は
「
板
ガ
ラ
ス
産
業
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
２
０
５
０
達
成
に
向
け
た
取
組
み
」
の
テ
ー
マ
で
主
催
者
メ
ッ
セ
ー
ジ

が
紹
介
さ
れ
た
。
板
硝
子
協
会
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
の
概
要
を
紹
介
す
る
。

全
酸
素
燃
焼
な
ど
の
Ｂ
Ａ
Ｔ
技
術
を
導
入
中

水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
燃
焼
な
ど
革
新
的
な
技
術
の
展
開
も

Ｃ
Ｎ
達
成
に
必
要
な
高
性
能
ガ
ラ
ス
開
発
を
推
進

製
造
時
・
使
用
時
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
・
削
減
効
果
を
再
検
証

板
ガ
ラ
ス
の
リ
サ
イ
ク
ル
・
再
資
源
化
に
も
取
り
組
む

『カーボンニュートラルの実現とＳＤＧｓ社会に貢献し存続する板ガラスへ』
～変革の可能性とチャレンジ～

第25回
板ガラスフォーラム

冷暖房時に高い省エネ効果 国の補助金の適用要件を満たすのはエコガラスS

エコガラスＳはエコガラスの約 1.5 倍の断熱効果
断熱性の高い住宅は健康的な暮らしを実現

全酸素燃焼技術によって期待される削減効果や効率改善

　2001年に実際の一部の板ガラス生産窯に導入された全酸素燃焼法は、燃料
を、空気ではなく酸素だけで燃焼させガラスを生産する方式で、燃焼に必要の
ない空気中の窒素 (空気の 8割を占める )を加熱 (燃焼雰囲気温度 1400 ～
1600℃) せずにすむため、エネルギー効率が高まり、燃料消費量削減、つまり
燃料燃焼に伴うCO2排出量を削減できます。
　また、炉の中に入る窒素が減少することで、大気汚染物質のNOXの発生も
非常に少なくすることができます。
　ガラス単位生産量当たりのCO2とNOXの排
出量は、導入前に比べて、それぞれ約 30%、
80%削減しました。

全酸素燃焼法の仕組み

溶けたガラス

溶融炉内部

燃料油
酸　素

酸素
+

燃料油
のミスト
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